













































































クトを捉える際には尺度が開発されており（Seto and Maruyama 2004、Matui 1995、金井・若林 
1998、金井 2002 、Carlson 2000、渡井他 2006 等）、仕事から家庭への葛藤（Work Interference 
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　表 1　コンフリクトのタイプと具体的なコンフリクト
コンフリクト






























































































　表 2は分析対象者の属性をまとめたものである。協力者の年齢は 20代から 50代で、配偶者の年
　表 2　協力者の属性と家族の状況





M1 30 会社員 0 30 会社員 乳児（双子） 妻：育児休暇制度利用中
M2 50 大学教員 4 40 公務員 幼児
M3 40 会社員 15 30 会社員 幼児，小学生 配偶者も同じ会社に勤務
M4 40 会社員 17.5 30 会社員 幼児，小学生
M4 と F3 は夫婦、同じ会社
に勤務
F1 30 公務員 3 30 会社員 幼児，幼児




F3 30 会社員 0.5 40 会社員 幼児，小学生 時短勤務利用中




F5 30 会社員 0 0 公務員 幼児
夫：繁忙期は平日終電帰宅。
第二子妊娠中
M5 50 会社員 10 40 会社員 幼児
妻：土日勤務、家族に要介護
者がいた時期あり
F6 40 団体職員 2 40 団体職員 小学生，小学生 夫：単身赴任中
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齢は 30代から 40代の範囲であった。子どもの数は 1から 2名で、0歳児以外の未就学児は保育園
を利用している。そのうち 1名は土曜日保育も利用している。原家族との同居は 2名、敷地内同居
は 1名である。看取りの経験者が 1名、現在親が要介護の状況にある者が 1名であるが、いずれの
ケースもマンパワーの提供という形では関わっていない。勤続年数は 5年から 26年、一日の労働
時間は 7時間から 9時間で、平均 8時間 31分である。現在時短勤務を利用しているのは女性 3名
で、残業なしが 4 名（時短勤務中でも残業する場合がある者が 1名いる）、ありと答えた 8 名の残
業時間は週平均 0.5 ～ 17.5 時間となっている。男性の週平均残業時間は 9.42 時間で、女性の週平
均残業時間は 0.92 時間となっている。通勤手段は自動車が 10名、電車が 1名、自動車の場合と電































番号 残業時間（週平均） ①仕事 ②子育て ③ケア
④家庭のその他
（炊事等） ⑤自分のこと 子の属性
M1 0 －30 －15 0 0 45 乳児（双子）
M2 4 10 　 　 　 0 幼児
M3 15 －10 0 0 0 10 幼児，小学生
M4 17.5 －20 10 0 0 10 幼児，小学生
F1 3 0 0 0 －10 10 幼児，幼児
F2 0 50 －30 －2.5 －18 0.5 幼児，幼児
F3 0.5 10 －23 0 0 13 幼児，小学生
F4 0 0 －10 0 10 0 幼児
F5 0 －1.7 －16.7 0 0 18.3 幼児
M5 10 －25 0 0 0 25 幼児
F6 2 －6.7 －16.7 0 0 23.3 小学生，小学生
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　F6は今春昇任し主査というポジションに就くとともに、勤務先の異動も経験した。自分が配属
されることになっていた部署にもともといた女性の先輩が、今度異動してくる自分のために業務見
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 1） 調査員による世帯訪問、依頼、後日再訪問にて質問票を回収する形式の調査。独身者調査については、




間を対象とした研究に関する倫理審査不要の証明書」が発行されている（2017 年 5 月 11 日付）。
 3） ワーク・ファミリー・コンフリクトに関する研究では、未就学児のいる家庭を対象にした調査が多数行
われており、末子の年齢が低いほど、また子どもの数が多いほど、ワーク・ファミリー・コンフリクト
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